
 

 

 

 

 

 

貸 借 対 照 表          
（平成15年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

負 債 の 部 

流 動 負 債 27,449,900 

支 払 手 形 809,062 

買 掛 金 15,272,659 

未 払 金 360,547 

未 払 費 用 8,658,606 

未 払 法 人 税 等 1,500,456 

前 受 金 2,832 

預 り 金 845,736 

固 定 負 債 1,589,143 

退 職 給 付 引 当 金 1,522,732 

預 り 保 証 金 66,410 

負 債 合 計 29,039,044 

資 本 の 部 

資 本 金 2,370,780 

資 本 剰 余 金 2,706,780 

資 本 準 備 金 2,706,780 

利 益 剰 余 金 13,277,787 

利 益 準 備 金 21,420 

任 意 積 立 金 9,560,000 

別 途 積 立 金 9,560,000 

当 期 未 処 分 利 益 3,696,367 

（うち当期利益） （3,428,774） 

株式等評価差額金 1,824 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

製 品 

半 製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

親 会 社 預 け 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具器具及び備品 

無 形 固 定 資 産 

営 業 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 等 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

破 産 ・ 更 生 債 権 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

42,773,134

7,139,020

17,777

21,027,341

2,665,209

67,937

231,909

432,398

981,626

157,161

506,720

6,219,502

3,000,152

352,377

△ 26,000

4,623,080

801,928

373,080

71,011

45,737

312,099

1,309,669

366,000

861,222

82,447

2,511,482

11,362

1,089

30,588

15,719

615,177

1,853,235

14,310

△ 30,000 資 本 合 計 18,357,171 

資 産 合 計 47,396,215 負 債 及 び 資 本 合 計 47,396,215 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

 

 

 

 

損 益 計 算 書          

平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで 

 （単位：千円）

科 目 金 額 

経 常 損 益 の 部  

営 業 損 益 の 部  

売 上 高 126,271,324 

売 上 原 価 114,491,629 

売 上 総 利 益 11,779,695 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,938,718 

営 業 利 益 5,840,976 

営 業 外 損 益 の 部  

営 業 外 収 益 19,640 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,376 

受 取 手 数 料 6,823 

受 取 保 険 金 7,982 

そ の 他 2,458 

営 業 外 費 用 3,002 

支 払 利 息 1,023 

保 険 中 途 解 約 金 1,011 

そ の 他 966 

経 常 利 益 5,857,615 

特 別 損 益 の 部  

特 別 利 益 561,677 

厚生年金基金代行部分返上益 561,583 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 93 

特 別 損 失 304,463 

固 定 資 産 売 却 損 2,121 

固 定 資 産 廃 棄 損 66,517 

退職給付会計基準変更時差異 235,824 

税 引 前 当 期 利 益 6,114,828 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,727,584 

法 人 税 等 調 整 額 △  41,530 

当 期 利 益 3,428,774 

前 期 繰 越 利 益 412,886 

中 間 配 当 額 145,294 

当 期 未 処 分 利 益 3,696,367 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

 

 

 

 

【重要な会計方針】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券  

        時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

        時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品、製品、半製品、原材料 ・・・ 先入先出法による低価法 

   仕掛品 ・・・・・・・・・・・・・ 個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却方法    

   有形固定資産 ・・・ 定率法 

   無形固定資産 ・・・ 定額法 

             なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期

間（３年）に基づく償却方法を採用し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間（５年） に基 

             づく定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

    貸倒引当金 ・・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については 

             貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個 

             別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま 

             す。 

   退職給付引当金 ・・ 当社は確定給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退職 

年金制度及び退職一時金制度を設けており、従業員に対する 

退職給付の支給に充てるため、当期末における退職給付債務 

及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生してい 

ると認められる額を計上しております。 

                          なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を 

             特別損失で処理しております。 

             過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以 

             内の一定の年数による定額法により費用処理することとして 

             おります。 

             数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の 

             平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分 

             した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと 

             しております。 

             当社は、親会社の日本電気株式会社及び同社の主要な国内関 



 

 

 

 

 

 

             係会社で設立している日本電気厚生年金基金に加入しており 

             ますが、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の 

             代行部分について、平成14年９月１日に厚生労働大臣から将 

             来分支給義務免除の認可を受けました。 

             当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日 

             本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47－２項に 

             定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に 

             係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものと 

             みなして処理しております。 

             これにより、特別利益として厚生年金基金代行部分返上益を 

             561,583千円計上しております。 

             なお、当期末における返還相当額は1,623,224千円であります。 

   ５．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

       外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額 

    は損益として処理しております。 

  ６．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー 

    ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま 

    す。 

  ７．消費税等の会計処理 

     税抜方式によっております。 

 

 

【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

  １．支配株主に対する金銭債権             短 期     11,777,225千円 

    支配株主に対する金銭債務             短 期       206,350千円 

  ２．有形固定資産の減価償却累計額           1,297,558千円 

  ３．リースにより使用する重要な固定資産 

    貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固 

        定資産として、ＡＸ７３００モデル７０Ｖ電子計算機があります。 

   ４．１株当たり当期利益                       235円98銭 

    ５．商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額       1,824千円 

  ６．「親会社預け金」は手元資金のリスク分散及び日本電気株式会社グル－プの資金 

効率向上を図るため、平成15年３月より導入した資金集中システムの期末残高で 

あります。 

 



 

 

 

 

 

 

 （損益計算書関係） 

    １．支配株主との取引高 

      売 上 高                          32,503,435千円 

     仕 入 高                             320,583千円 

          その他の営業取引                            647,791千円 

      営業取引以外の取引                     18,202千円 

  ２．支払リース料の総額                    434,691千円 

   ３．販売費及び一般管理費には研究開発費608,495千円を含んでおります。 

 

 

 


